
令和２年度決算

田尻町総務部総務課
令和３年12月

たじりっちです！

田尻町のお金事情について紹介します。

おいぇ～!!
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令和２年度決算

　歳入とは、いわゆる収入のことで、収入の根幹となる町税や、国や大阪府からの補助金

（国庫支出金・府支出金）などがあります。このほか、借金（町債）や貯金の取崩し（繰入

金）によって、やりくりしています。

　町税や使用料及び手数料などの町が自主的に収入できるお金を自主財源といい、反対に、

国や大阪府から決められた額を交付されたり、割り当てられたりするお金を依存財源といい

ます。自主財源が多いほど自主的で安定した行政活動ができることになります。

　令和２年度の歳入総額は、62.０億円で、前年度（60.９億円）と比べて１.１億
円（3.4％）増加しました。

　特徴としては、町税が35.8億円で、前年度と比べて7.0億円（16.3％）減少しま
した。これは、新型コロナウイルス感染症感染拡大に伴い関西国際空港関連税収の減少

が影響し、法人町民税が5.0億円、固定資産税が1.8億円減少したことによるもので
す。
　また、特別定額給付金事業に伴う補助金等、臨時的な収入の増加により、国庫支出金

が13.2億円となり、前年度と比べて8.8億円（197.6％）増加しました。

歳 入

町税

35億7,716万円

58%

繰越金

5億5,304万円

9%

使用料及び手数料

7,414万円

1%

諸収入

2,999万円

1%

分担金及び負担金

1,527万円

0%

財産収入

357万円

0%

寄附金

1,288万円

0%

繰入金

0%
国庫支出金

13億2,263万円

21%

譲与税・交付金

3億2,473万円

5%

府支出金

2億7,595万円

5%

地方交付税

733万円

0%

自主財源

42億6,850万円

69%

依存財源

19億3,064万円

31%

関空関連企業の業績に大きく影響

を受けるんだね！
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　歳出とは、いわゆる支出のことで、このグラフでは、予算を何のために使ったかとい

うことがわかります。最も支出額が多いのは総務費（19.7億円）となっていますが、一

般会計で余ったお金を財政調整基金（いわゆる貯金）に積み立てている金額（3.0億円）

も含まれています。子ども・高齢者・障がい者などの福祉サービスとなる民生費（13.8

億円）が２番目に多く占めています。今後も少子高齢化の進行によりこの傾向が続くと

予想しています。

　令和2年度の歳出総額は、57.7億円で、前年度（54.4億円）と比べて、3.3億円
増加しました。

　特徴としては、総務費において特別定額給付金事業等により4.５億円（29.3％）増

加、教育費において校内通信ネットワーク整備事業等により1.5億円（26.1％）の増
加、土木費においてたじりっち広場整備事業等の減少により3.1億円（30.9％）減
少、商工費において振興補助券事業等により0.9億円（282.1％）増加、諸支出金に
おいて水道料金等一部負担事業等により0.4億円（1,799.4％）増加となりました。
増加要因としては、いずれも新型コロナウイルス感染症対策に係る経費の増加によるも
のでした。

総務費

19億7,473万円

34%

民生費

13億7,562万円

24%

教育費

7億1,243万円

12%

土木費

7億0,203万円

12%

衛生費

3億5,537万円

6%

消防費

2億9,860万円

5%

商工費

1億1,625万円

2%

議会費

8,070万円

2%

公債費

6,880万円

1%

諸支出金

4,671万円

1%

農林水産業費

4,130万円

1%

労働費

216万円

0%

歳 出 ＜目的別＞ 新型コロナウイルス感染症で困っている

人たちのために使ったお金が増えたよ！

-　3　-



　歳出を性質別にみると、補助費等（16.1億円）が最も多く、そのうち、特別定額
給付金が8.9億円となっています。次に多いのが、人件費の12.5億円で、前年度
（12.5億円）と同規模でした。
　その他の特徴としては、りんくうポート北広場（たじりっち広場）整備工事、役場本

庁舎改修工事等の減少により、普通建設事業費（3.2億円）が前年度（5.7億円）
と比べて2.5億円減少しました。

　このグラフでは、予算をどのようなことに使ったかということがわかります。人件費（職

員の給与等）・扶助費（福祉サービス経費）・公債費（町の借金を減らす経費）は、義務的

経費といい、簡単には減らすことができない費用です。その他の費用は任意的経費といいま

す。義務的経費の割合が高くなると、自由に使えるお金が少なくなってしまい、新しいこと

や町独自のことをするのが難しくなります。

歳 出 ＜性質別＞

人件費

12億5,095万円

22%

扶助費

5億5,834万円

10%
公債費

6,880万円

1%

繰出金

8億7,882万円

15%
積立金

3億6,529万円

6%

補助費等

16億0,853万円

28%

物件費

7億1,029万円

12%

普通建設事業費

3億1,753万円

6%

維持補修費

1,615万円

0%

義務的経費

18億7,809万円

33%

任意的経費

38億9,661万円

67%

全国民一律10万円給付（特別定

額給付金）や振興補助券事業な

どの新型コロナ対策にお金をつ

かったよ！
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令和3年3月31日現在

● 財政調整基金
年度間の財源の不均衡を調整し、計画的な財政運営を行うための基金

● 科学基金
科学振興のための基金

● 福祉基金
保健福祉施策を積極的に推進するための基金

● 文化振興・国際交流基金
文化の振興及び国際交流を図るための基金

● 都市環境創造基金
国際都市にふさわしい、豊かで潤いのある快適な居住環境と良好な都市環境を
創造するための基金

● ふるさと応援基金
ふるさと納税制度により、町に寄せられた寄附金を適正に管理し、運用するための基金

● 職員退職手当基金
退職者数が多い年度の財源不足を解消するための基金

● 公共施設等維持整備基金
公共施設等の更新、大規模改修及び維持管理等を計画的に行うための基金

● 国民健康保険事業財政調整基金
国民健康保険事業における保険給付費や後期高齢者支援金等の増加その他緊急
やむを得ない財政負担に充て、安定した事業運営を図るための基金

● 介護給付費準備基金
介護保険事業における介護給付費及び地域支援事業費、財政安定化基金拠出金等の
増加その他緊急をやむを得ない財政需要に充てるための基金

● 公共下水道事業基金
公共下水道の維持管理その他の整備事業の資金に充てるための基金

〈一般会計〉

2億4,657万円

2,000万円

1億5,682万円

1,396万円

3億0,254万円

39億8,769万円

廃止

50億4,455万円

1億1,093万円

3,936万円

7,110万円

住民1人あたり額の推移

基金残高

8.9 6.9 5.7 4.9 4.2 3.6

68.2

86.2 89.7
99.9

111.1 117.9

0

20

40

60

80

100

120

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

地方債現在高 基金現在高

基金（貯金）は増えて、

地方債（借金）は減っているよ！

（万
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地方債残高の推移

　町債（地方債）は、公共施設などを建設するときのお金として、町が借り入れ
る借金のことです。
　一般会計では平成17年度に、特別会計では下水道事業で平成21年度に発行して以
来、新規に町債を発行していないため、地方債残高は年々減ってきています。

　道路や学校などの公共施設は、建設するときの町民の皆さんだけでなく、将来の町民の

方々も利用するので、将来にわたって平等に費用を負担する必要があります。また、一時的

に多額の経費が必要となった場合に、町債を活用して資金を調達し、支払いを平準化するこ

とで、公共施設を建設した年度に多くのお金が必要となることを防ぐ役割があります。

　現在のところ、新たに町債を発行する計画はありませんが、老朽化している公共施設の対

策として、基金の使用と併せて、将来の財政負担が大きくならないように注意しながら、町

債発行のあり方についても検討していかなければいけません。

地方債残高

6.0 5.0 4.3 3.6 2.9 

34.1

29.9

25.7

22.4

19.2

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度
（億円）

一般会計 特別会計
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基準財政収入額／基準財政需要額の
当該年度を含む過去３カ年の平均値

経常経費充当一般財源／経常一般財源収入額×100

財政力指数

　財政構造の弾力性の指標として用いられ、通常75％程度におさまることが
妥当とされています。当年度は前年度より6.2ポイント増加しました。

経常収支比率

　この指数が１を超える場合は、普通交付税の不交付団体となります。

　標準的な行政サービスを提供する場合においてそれだけ財源に余裕があるとされ
ています。

財政分析

1.49
1.58

1.51

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

30年度 元年度 ２年度

64.6%
68.4%

74.6%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

30年度 元年度 ２年度

普通交付税の不交付団体は大阪

府内で田尻町だけらしいで！

まさに、たじりっちです♪
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●公共施設等の老朽化対策

●下水道事業の経営改善

今後の見通し

課　題

　本町が所有する公共施設等の多くは、平成６年の関西国際空港の開港に合わせ、都市基盤の充

実を図るため、急速に整備が進んだものです。さらに本町町域の狭小性及び関空開港以前の本町

財政の脆弱性などにより、町域における建物施設はほとんどが単一施設であり、施設の「統廃

合」が可能な施設は、多くは見当たらないのが現状です。このような現状を踏まえ、公共施設等

の情報を一元化し、今後の人口動態や財政状況も勘案した上で、公共施設等の計画的かつ効率的

な管理運営を推進することを主な目的として、公共施設総合管理計画を策定しました。令和元年

度から令和３年度にかけては、個別施設計画の策定に取り組んでいきます。

　下水道事業特別会計は、歳入歳出が同額で、赤字が出ていないようにみえますが、これは一般

会計からの繰入金で財源不足分を補っているからです。使用料で回収すべき経費をすべて使用料

で賄えていれば、経費回収率は100％以上となりますが、令和2年度決算では88.8％と前年度よ

り1.5ポイント減少しました。使用料の料金改定は平成21年度以降実施していないため、経営の

健全化のためにも見直しが必要となっています。町では、経営の健全化や安定したサービスを提

供できるよう令和２年度に経営戦略を策定しており、一般会計に頼らない自立した経営を目指し

ていきます。住民の皆様におかれましても、下水道への接続など、行財政改革に向けてご協力を

お願いいたします。

今後の取組み

　本町の財政状況は、関空関連税収及び財政健全化計画に基づく取組み（平成16～20年度）等に

より、平成20年度には収支の均衡した財政状況となっています。また、財政調整基金について

は、平成26年度末時点で約50億円（関空開港時（平成6年度）の約10倍）に上り、健全な財政を

維持しています。

　しかしながら、関空関連税収に強く依存した財政構造であり、その主たる税目である固定資産

税においては税収の逓減が見込まれていることから、現在の収支水準を単純に維持することは困

難となる見込みとなっています。

　以上の状況をふまえ、今後とも中長期的なバランスを確保しつつ、「住んでよかった」「住ん

でみたい」と思えるまちづくりに向けた取り組みを進めていきます。また、地域の特性を活かし

た施策や新たな行政需要に的確に対応していくためにも、町に必要な施策をしっかりと見極め、

重点的に予算を配分していきます。町では、令和２年度から10年間のまちづくりの基本方針とな

る第５次総合計画を策定しました。現在の良好な財政状況を堅持しつつも、未来に向けて魅力あ

る田尻町を目指していきます。

今後の見通し・課題
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町税、分担金・負担金・・・・・・・・・・・・

使用料・手数料などの自主財源

財産収入・・・・・・・・・・・・・・・・

地方交付税、譲与税・交付金・・・・・・

国・府支出金などの依存財源

寄附金・・・・・・・・・・・・・・・・・

町債・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

繰入金・・・・・・・・・・・・・・・・

繰越金・・・・・・・・・・・・・・

人件費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

物件費・・・・・・・・・

扶助費・・・・・・・・・・・・

公債費・・・・・・・・・・・・・・・・・

維持補修費・・・・・・・・・・・・・

補助費等・出資金・貸付金等・・

繰出金・・・・・・・・・・・・・・

投資的経費・・・・・・・・

積立金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

ま ち の 家 計 簿
令和２年度の一般会計の決算を、1000分の1に縮小したものです。

369.6万円

0.4万円

193.1万円

1.3万円

0円

0.24万円

55.3万円

125.1万円

71.0万円

55.8万円

6.9万円

1.6万円

160.9万円

87.8万円

31.8万円

36.5万円

給料

不動産所得

親からの援助

お祝い金

借金

貯金の取崩し

前年からの繰越金

食費

電気・水道代など日常生活費

医療費・介護費用など

ローン返済

家・車の修理代

お祝い金・小遣いなど

子どもへの仕送り

家の増築、車の購入代など

貯金

～

収 入
給料が少し減ったよ。景

気の影響を受けやすいな。

家の補修がなければ借

金しなくても当分いけそ

うだ！

もっと食費を節約できた

らなぁ・・・

ローンの返済もラクに

なってきたぞ♪

子どもたちの成長にお金

がかかるなぁ、早く独立し

てくれると助かるなぁ。

こんなに貯金できた

よ！この先、家の補

修にお金がかかりそ

うだからしっかり貯め

ておこう！

支 出
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決算額
新…新規事業 （単位・万円）
1．

2.
小中学校体育館空調整備事業
総合保健福祉センター有効活用事業
児童遊園等防犯カメラ設置事業
健活チャレンジ事業
介護ポイント事業
自主防災組織育成事業
災害情報収集伝達システム再整備事業
転入・定住促進助成金
三世代同居・近居助成
三世代お祝い事業
高校生までの医療費無償化
空家等対策事業

3.

緑化樹配付事業
4.みんなでまちづくりを進めるために

ふるさと応援寄附
泉州観光DMO事業

その他．新型コロナウイルス感染症対策に係る施策（町独自事業）
感染症対策物品購入

子育て世帯臨時特別給付金
水道料金一部負担事業
小規模事業者等応援給付金事業
宿泊事業者持続化支援事業
休業要請支援金（府・市町村共同支援金）
インフルエンザ予防接種事業

健やかで、安心して暮らせるまち　田尻

新
新

900
1,113

資源が活かされ、魅力あるまち　田尻

新

92

1,078
11新

新

新 521
新 150

277

315

15

新

施策体系別主要事業一覧

歴史館耐震補強等保存修理工事
吉見ノ里駅前周辺整備事業

1,276
3,427

304

1,128

新
新

新

728
1,205

109

小中一貫教育施設等整備事業
公民館改修整備事業（（仮称）総合文化センター整備事業）
科学振興推進事業

946
140

98
76

1,173
200
310

1,606
10,507

31

9
2,762

国際理解教育推進事業

新 振興券事業 8,733

保育所・幼稚園ICT推進事業
小学校・中学校ICT推進事業

新
新

422
ひとが輝き、未来につながるまち　田尻

令和２年度 主要事業紹介

決算額にはあらわれていない

けど、給食費の無償化や住民

税の10％減税など、他の自治

体では行っていない取組みを

しているよ！
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令和２年度決算額等一覧

１．会計別決算の状況

（１）一般会計・特別会計の決算状況
（単位：千円）

国民健康保険
後期高齢者医療
介護保険
下水道事業

（２）公営企業会計の決算状況
（単位：千円）

２．一般会計決算の状況

（１）歳入
（単位：千円、％）

　※構成比は四捨五入のため合計に合わない場合があります。

324,730 259,935 4.3

3,574

繰入金

0.3 △ 1,122 △ 6.8

272,452 4.5 3,497

3,577,156

424,435
769,232 761,755 7,477

区分

一般会計 6,199,135 5,774,700

0.5

2,723

△ 30.0
5,994,606 204,529 3.4

12,879
2,443

553,043
29,987

6,199,135
諸収入

歳入合計　（Ａ）

財産収入
寄附金

21,590

差引額
翌年度に繰越
すべき財源

21,590 431,060

実質収支

402,845

合計 8,635,493

42,828 0.7
繰越金 43.3

0.0
8.9

△ 12,841

0.0 10,156
181,637

0.0

3.0 △ 179,194 △ 98.7

18,420

7,334
15,273
74,142

1,322,625
275,949

0
府支出金
町債

町税
譲与税・交付金
地方交付税
分担金及び負担金
使用料及び手数料
国庫支出金

4,273,791 71.3 △ 696,635

1.3
0 0.0 0 －

△ 12,504 △ 14.4

64,795 24.9

4.5

386,038 6.4 167,005

0.3 △ 14,846 △ 80.6
373.0

0.2
1.2

21.3
86,646 1.4

0.1
0.2

増減率増減額
令和元年度令和２年度

決算額 構成比 決算額 構成比

444,504 7.4 878,121 197.6

9,237 0.2 △ 1,903 △ 20.6
16,395

57.7
5.2
0.1

△ 16.3

0 7,477
0 307
0 20,431

766,490 766,490 0 0 0

112,991 112,684 307
787,645 767,214 20,431

区分 純利益

水道事業会計 - - - - -

収益的収支
収入 支出

資本的収支
収入 支出

特別
会計

資料集

8,182,843 452,650

区分 歳入総額 歳出総額
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（２）歳出
（単位：千円、％）

　※構成比は四捨五入のため合計に合わない場合があります。

３．普通会計財政収支の状況
（単位：千円、％）

増減額 増減率
決算額 構成比 決算額 構成比

区分
令和２年度 令和元年度

衛生費 355,367 6.2 351,688 6.5 3,679 1.0
民生費 1,375,631 23.8 1,384,700 25.4 △ 9,069

△ 1.2
総務費 1,974,738 34.2 1,527,803 28.1 446,935 29.3
議会費 80,700 1.4 81,698 1.5 △ 998

△ 0.7

147,360

△ 30.9
消防費 298,596 5.2 346,418 6.4 △ 47,822 △ 13.8
土木費 702,026 12.2 1,016,035 18.7 △ 314,009

△ 26.9
商工費 116,248 2.0 30,424 0.6 85,824 282.1
農林水産業費 41,297 0.7 56,514 1.0 △ 15,217

553,044 △ 128,609 △ 23.3
歳出合計　（B） 5,774,700 5,441,562 333,138

△ 11.0
諸支出金 46,706 0.8 2,459 0.0 44,247 1,799.4
公債費 68,798 1.2 77,292

積立金
繰上償還金
積立金取崩額

702 48.1

△ 128,609 △ 30.3

区分

1.4 △ 8,494

26.1
災害復旧費 0 0.0 0 0.0 0 －
教育費 712,433 12.3 565,073 10.4

労働費 2,160 0.0 1,458 0.0

6.1
差引額　（Ａ－B） 424,435

増減額 増減率
204,183 3.3
332,792 5.8

令和元年度
5,994,559
5,441,515

437,960
54,921

730,732
0

300,372
0
0

265,257

令和２年度
6,198,742
5,774,307

424,435
21,590

402,845
△ 35,115

△ 196.2

△ 430,360 △ 143.3
0 －
0 －

△ 93,494 △ 433.0
△ 35,115 △ 8.7
△ 90,036 256.4

0
785,653

553,044
115,084

歳入総額
歳出総額
形式収支
翌年度に繰越すべき財源
実質収支
単年度収支

△ 520,396実質単年度収支
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４．普通会計性質別経費の状況

（１）歳入決算の性質別内訳
（単位：千円、％）

　※構成比は四捨五入のため合計に合わない場合があります。

（２）歳出決算の性質別内訳
（単位：千円、％）

　※構成比は四捨五入のため合計に合わない場合があります。

投
資
的

経
費

普通建設事業費
災害復旧事業費

小計

義
務
的

経
費

人件費
扶助費
公債費

小計

増減率
決算額 構成比 決算額 構成比

令和２年度 令和元年度

区分
令和２年度 令和元年度

増減額 増減率
決算額 構成比 決算額 構成比

71.3

△ 20.6
分担金及び負担金 0 0.2 462 0.3

△ 11.0
1,878,080 32.5 1,861,677 34.2 16,403 0.9

68,798 1.2 77,291 1.4 △ 8,493

△ 0.2
558,336 9.7 531,326 9.8 27,010 5.1

1,250,946 21.7 1,253,060 23.0 △ 2,114

156.0
365,292 6.3 799,519 14.7 △ 434,227 △ 54.3

補助費等 1,608,529 27.9 628,397 11.5 980,132
積立金
投資・出資・貸付金

3.2
16,154 0.3 15,022 0.3 1,132 7.5

物件費 710,289 12.3 688,267 12.6 22,022

△ 462 △ 100.0
地方交付税 7,334 0.1 9,237 0.2 △ 1,903

△ 16.3
譲与税・交付金 324,730 5.2 285,232 4.3 39,498 13.8

57.7 4,273,792町税 3,577,156 △ 696,636

1.3
町債 0 0.0 0 0.0 0 －
府支出金 275,949 4.5 272,452 4.5 3,497

△ 12.8
国庫支出金 1,322,625 21.3 419,207 7.4 903,418 215.5
使用料及び手数料 89,414 1.2 102,578 1.4 △ 13,164

△ 98.7
繰越金 553,044 8.9 386,039 6.4 167,005 43.3
繰入金 2,443 0.0 181,637 3.0 △ 179,194

△ 80.6
寄附金 12,879 0.2 2,723 0.0 10,156 373.0
財産収入 3,574 0.1 18,420 0.3 △ 14,846

繰出金

歳出合計 5,774,307
317,531 5.5

0 0.0

△ 30.8
歳入合計　（Ａ） 6,198,742 5,994,559 204,183 3.4

諸収入 29,594 0.5 42,780 0.7 △ 13,186

875,474 16.1 2,958 0.3
0 0.0 0 0.0 0 －

△ 44.6
5,441,515 332,792 6.1

573,159 10.5 △ 255,628

△ 43.9
7,100 0.1 △ 7,100 △ 100.0

566,059 10.4 △ 248,528317,531 5.5
878,432 15.2

増減額

維持補修費

区分
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５．地方債現在高の状況
（単位：千円）

６．基金の状況 （単位：千円）

７．健全化４指標の状況
（単位：％）

用語解説

●収入の分類

自主財源

依存財源

早期健全化基準 15.00 20.00 25.0 350.0
田尻町 － － 4.9 －

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

294,579
1,916,926
2,211,505

6,120
61,614

区分

2,593,440

区分
令和元年度末

現在高
令和２年度中の増減 令和２年度末
取崩額

普通会計
特別会計

歳出合計

令和元年度末
現在高

令和２年度
発行額

67,734

62,678
319,257
381,935

0
0
0

令和２年度元利償還額

2,443 64,920 5,795,263

積立額 現在高
0 300,372 3,987,682
0 0 0

357,257
2,236,183

財政調整基金 3,687,310
減債基金 0
その他特定目的基金 5,732,786

元金 利子
令和２年度末

現在高

項目

町税
分担金及び負担金
使用料及び手数料
繰入金
その他

説明
町が自主的に調達できる収入
町に納められた税金
事業に係る経費の一部を受益の程度に応じて利用者に負担していただくお金
施設の利用や証明書を発行する際にいただくお金
各種基金を取り崩して使うお金
寄附金や、不動産売払いなどの財産収入、前年度からの繰越金など
国や府から交付されたり、割り当てられる財源や町債
皆さんが国に納めた税金の一部。使いみちは自由
皆さんが国や府に納めた税金の一部。使いみちは決められている
銀行などからの借入れ（借金）

譲与税・交付金・交付税

国・府支出金
町債
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●支出の分類

その他の経費

●その他の用語

普通会計

特別会計

一般財源 財源の使いみちが特定されず、どのような経費にも使用することができるもの

特定財源 財源の使いみちが特定されているもの

形式収支 歳入歳出差引額

実質収支

標準財政規模 地方公共団体が標準的な状態で通常収入されるであろう経常一般財源の規模をいう

普通交付税

　田尻町の総務課ホームページでは、全国レベルで財政状況を比較した「財政状況資
料集」など、より詳細な資料を掲載しています。また、会計課ホームページでも、決算状
況の概要版を掲載しています。今後も田尻町の財政状況について町民の皆さまにわか
りやすく公表できように努めてまいります。

　　　　　　　田尻町ホームページ　http://www.town.tajiri.osaka.jp

農林
水産業費

商工費

項目 説明
義務的経費 毎年必ず支出しなければならない経費

項目 説明

予備費

学校の建設・管理、生涯学習、文化財
保護などの経費

労働者の福祉向上や就労支援などに
係る経費

労働費

農林業の振興に係る経費

中小企業の育成、企業誘致に係る経費

観光振興に係る経費

道路、河川、住宅、公園などの整備に
係る経費

大雨、暴風、地震などの災害により被
災した施設の復旧に係る経費

教育費

土木費

緊急に支出を必要とする場合にそなえ
て用意しているお金

他に含まれないもの
借金の返済

災害から町民を守るための経費

医療やごみの収集処理などに係る経費

役場の全般的な仕事にかかる経費 
議会費
総務費
民生費
衛生費

消防費

災害
復旧費
公債費
諸支出金

町が特定の事業を行う場合に、特定の歳入をもって特定の歳出に充て、一般会計と区別
して個別に処理する必要がある場合において設置することができる会計

形式収支から、翌年度に支出しなければならない額（繰越明許費繰越額など）を差し引い
た決算収支をいう

地方公共団体が等しく事務を行えるよう国から交付されるもので、合理的な基準による一
定の算式によって算定される

地方財政に関する各種統計などに用いられる会計であり、一般会計に公営事業会計を除
く各種の特別会計を合算し、重複額を控除して純計額として表現したもので、本町は、一
般会計のみ

他の団体等に対する出資金
町が一時的に貸し出す経費
特別会計の収入を補うための経費

人件費

公債費

物件費
維持補修費

補助費
積立金
投資・出資
貸付金
繰出金

光熱水費、事務費、臨時職員の賃金など

施設の維持・修繕等経費
補助金、負担金など
基金への積立金

児童、高齢者、障がい者支援費など
の福祉医療に係る経費

扶助費

職員の給料など

借金の返済

投資的経費
道路、学校などの建設や大規模な改
修などの施設整備に係る経費

児童、高齢者、障がい者などに係る経費

議員の報酬や議会運営などに係る経費
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